
大阪府犯罪被害者等支援に関する指針（R2.1）概要

現行計画策定後の大阪府の動きと現状
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（参考）

現行計画策定後の大阪府の動きと現状
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Ⅵ、外国人の住まいの現状



○令和２年６月30日現在の大阪府内の在留外国人数は、253,303人であり、府の人口の2.9％にあたる。（大阪府人口： 8,824,394人「大阪府
毎月推計人口」（令和２年６月1日現在）による）。

○在留外国人数（府内）

外国人の住まいの現状

27



28
出典：在留外国人統計（法務省）
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○在留外国人数（府内・市町村別）

外国人の住まいの現状

○府内在留外国人255,894人のうち、約６割が「大阪市」で登録されている。各地域圏での在留外国人の登録にはばらつきがある。

令和元年（2019）年12月31日現在



○行政に期待する支援について

29出典：令和元年度「特定産業14分野に関する府内事業者」における外国人雇用に係るアンケート調査報告書

【外国人の生活】

○生活習慣、文化の違いが懸念される。

○アクセスが不便な場所に事務所があるため、

外国人労働者への生活支援の負担が大きい。

○住居確保が負担。

○行政サービスの案内について、ベトナム語表記が

少ない。

○ゴミの出し方について、外国人向けの市町村で、

マニュアルを作ってほしい。

○業種や企業内だけのコミュニケーションだけでなく

生活地域での支援が必要。

○教育の支援が負担。 など

外国人の住まいの現状

○行政に期待する支援は、「人材マッチングの支援」が42.7%と最も多く、次いで「外国人労働者を対象とした日本語教育等の支援」が29.9％、「外国人
雇用に関する企業向け相談窓口の設置・充実」が29.3％、「住宅確保に係る支援」が22.9％、「在留資格取得のための手続きの簡素化」が22.0％、
「在留資格（特定技能等）の対象職種の拡大・柔軟な運用体制の整備」（21.6％）となっている。



○生活での困りごとや知りたい情報は、「国民健康保険や年金」「税金」といった社会保障等に係る項目が上位で、次いで「火事や地震や台風がおこったときに
どうすればよいか」「病院で診察を受ける方法、母語で応じてくれる病院の情報」といった緊急時の対応に係る項目があがっている。

○「住む家のこと（市営住宅など）」については14.7％であった。

○生活での困りごとや知りたい情報について
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外国人の住まいの現状

出典：令和元年度大阪市外国人
住民アンケート調査報告書



○在留資格別にみると、「国民健康保険や年金」は就労、留学、家族滞在で、「税金」は就労で特に高い。特定活動では、「国民健康保険や年金」「税金」は
低く、「銀行の手続きのこと」「日本語の勉強のこと」が高いのが特徴。また、就労で「地域のイベントの情報」、留学で「日本人と交流したい」が上位にあがって
いる点も特徴である。特別永住者では、「困っていることや知りたいことはない」を除くと、２割以上の項目はみられない。

○住む家のこと（市営住宅など）については、特別永住者の割合が少ないものの、その他の属性では一定以上の回答があった。

○生活での困りごとや知りたい情報について（在留資格別）

外国人の住まいの現状

出典：令和元年度大阪市外国人住民アンケート調査報告書
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